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はじめに 

 現行の地方公共団体の会計制度は、地方自治法等に規定されておりますが、地方公共団体の財

務活動は税金を活動資源とし、住民福祉の増進をその目的としています。民間企業と異なり、利

益の概念を持っていないことや予算の議会での議決を通して、議会による統制の下に置く財政民

主主義の観点などから予算の適正・確実な執行に資する現金主義が採用されています。 

地方公共団体の予算、決算、財政状況等については、地方自治法等の法令の規定により公表が

義務付けられています。その内容は、予算の執行状況や歳入歳出決算書という単年度主義に基づ

いたフローの会計情報（収支に関する情報）が主体となり、資産等のストック情報を説明するも

のとしては、財産に関する調書がありますが保有する財産の物量を表示したもので取得金額につ

いては表示されていません。 

また、地方公共団体の財務状況を示す指標として、従来から経常収支比率、公債費比率などが

用いられており、これらは、財政状況や財政構造を見るための目安として、また、他の地方公共

団体との比較の上でも有効なものとして使われていますが、これらの指標についても単年度の収

入・支出を対比した現金の流れに主眼が置かれています。 

このように、現行の地方公共団体の会計制度は、ストックの情報（資産負債等に関する情報）

よりフローの情報（収支に関する情報）が主体であるといえます。 

近年、地方財政が厳しさを増す中で､説明責任を果たすため様々な取組みが行われ、財務状況の

公表、分析の一手法として、資産と負債の状況を総合的に把握することができるバランスシート

の作成に取り組む地方公共団体が現れました。しかし、各地方公共団体がそれぞれの手法で作成

したため、他の地方公共団体との比較が困難であるなどの問題がありました。このような諸事情

を踏まえ、平成１２年３月に自治省（現：総務省）から「地方公共団体の総合的な財政分析に関

する調査研究会報告書」として、バランスシートの作成方法が示されたところです。 

本市におきましても、総務省の「作成マニュアル」に基づき､バランスシート（平成１６年度決

算）を作成し、公表するものです。 
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Ⅰ．川越市のバランスシート（平成１６年度決算） 

    バ　　ラ　　ン　　ス　　シ　　ー　　ト
（平成１７年３月３１日現在）

(単位：千円）

［資産の部］ ［負債の部］  

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 14,595,313

（２）民生費 8,099,061 （１）地方債 69,146,112

（３）衛生費 25,989,092

（４）労働費 351,344 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 4,854,459 ① 物件の購入等 2,576,503

（６）商工費 2,919,229 ② 債務保証又は損失補償 7,253

（７）土木費 117,627,984 債務負担行為計 2,583,756

（８）消防費 795,139

（９）教育費 92,904,876 （３）退職給与引当金 15,304,228

（10）その他 8,152,133

計 276,288,630     固定負債合計 87,034,096  

（ うち土地 125,365,473 ）

    有形固定資産合計 276,288,630  ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 6,273,956

（１）投資及び出資金 9,135,955

（２）貸付金 1,041,350 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 5,718,083     流動負債合計 6,273,956  

② 土地開発基金 1,100,000

③ 定額運用基金 612,595

基金計 7,430,678   負  債  合  計 93,308,052  

    投資等合計 17,607,983  

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 2,850,763

② 減債基金 0 １．国庫支出金 26,429,269

③ 歳計現金 3,886,766

現金・預金計 6,737,529 ２．都道府県支出金 3,577,607

（２）未収金

① 地方税 5,091,617 ３．一般財源等 182,591,049

② その他 180,218

未収金計 5,271,835

    流動資産合計 12,009,364    正  味  資  産  合  計 212,597,925  

 資  産  合  計 305,905,977   負 債・正 味 資 産 合 計 305,905,977  

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 14,954,205 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 8,235,656 千円

　③利子補給等に係るもの 0 千円

借　　　　                   　　方 貸　　　　                   　方
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Ⅱ．バランスシート等について 

１．バランスシート作成上の前提条件 
  川越市のバランスシート及び付属書類については、原則として「地方公共団体の総合的な財

務分析に関する調査研究会報告書（平成 1２年３月自治省）」に示されている作成方法に基づき

作成しています。バランスシート作成上の前提条件は、次のとおりです。 
（１）対象とする会計 

 このバランスシートは、川越市の普通会計を対象としたものです。普通会計とは、各地

方公共団体の会計を比較する上で用いられている概念上の会計で、一般会計と公営事業会

計以外の会計を純計した地方財政統計上統一的に用いられる会計区分のことです。本市の

場合、その範囲は次のとおりです。 
・ 一般会計 
・ 休日急患・小児夜間診療事業特別会計 
・ 母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 
・ 川越都市計画川越駅西口第二工区土地区画整理事業特別会計  

 （２）対象年度及び作成の基準日 
    対象年度は、平成１６年度とし、平成１７年３月３１日(平成１６年度末）を基準日とし

ています。 

 （３）出納整理期間の取り扱い 
    出納整理期間（４月１日から５月３１日まで）における出納については、基準日までに

終了したものとして処理しています。 
 （４）基礎数値 
    毎年度総務省が調査を行っている「地方財政状況調査（以下「決算統計」という。）」の

昭和４４年度以降のデータを基礎数値として用いています。 
 （５）流動・固定の分類基準 
    １年基準を採用しています。１年以内に入金又は支払の期限が到来するものを流動資産 

又は流動負債とし、それ以外のものを固定資産、固定負債として分類しています。 
  
２．バランスシートの概要 
 【資産の部】 

（１） 有形固定資産 
普通建設事業費を有形固定資産の取得原価とし、昭和４４年度以降の決算統計データを 

用いています。したがって、昭和４３年度以前の取得資産については含まれておらず、ま

た、昭和４４年度以降に取得した有形固定資産のうち現在までに売却等したものについて

は含まれています。 
 また、減価償却は、主な使途別に地方公営企業法施行規則等を参考に設定した耐用年数

に基づき、残存価値を０とする定額法により計算しています。 
     なお、土地については、減価償却を行っていません。 
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【耐用年数表】 

 

 
 
   なお、有形固定資産の取得価額、減価償却累計額、バランスシート計上額は、次のとおり

です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  区    分  耐用年数 区    分 耐用年数 
１．総務費 
（１）庁舎等 
（２）その他 

 
  ５０ 
  ２５  ※ 

２．民生費 
（１） 保育所 
（２） その他 

 
  ３０ 
  ２５  ※ 

３．衛生費   ２５ 
４．労働費   ２５  ※ 

７．土木費 
（１） 道路 
（２） 橋りょう 
（３） 河川 
（４） 砂防 
（５） 海岸保全 
（６） 港湾 
（７） 都市計画 
  ア 街路 
  イ 都市下水路 
  ウ 区画整理 
  エ 公園 
  オ その他 
（８） 住宅 
（９） 空港 
（10）その他 

 
  １５ 
  ６０ 
  ５０ 
  ５０ 
  ５０ 
  ５０ 
 
  １５ 
  ２０ 
  ４０ 
  ４０ 
  ２５  ※ 
  ４０ 
  ２５  ※ 
  ２５  ※ 

５．農林水産業費 
（１） 造林 
（２） 林道 
（３） 治山 
（４） 砂防 
（５） 漁港 
（６） 農業農村整備 
（７） 海岸保全 
（８） その他 

 
  ２５  ※ 
  １５ 
  ３０ 
  ５０ 
  ５０ 
  ２０ 
  ５０ 
  ２５ 

６．商工費   ２５  ※ 

８．消防費 
（１） 庁舎 
（２） その他 

 
  ５０ 
  １０ 

９．教育費   ５０ 
 
※ は別途調査に基づく平均的な 

有形固定資産の耐用年数 10．その他   ２５  ※ 
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有形固定資産明細表

（単位：千円）

取得価額 減価償却累計額 残存価額
A B A－B

21,671,537 7,076,224 14,595,313
3,573,492 1,255,883 2,317,609

18,098,045 5,820,341 12,277,704
14,341,019 6,241,958 8,099,061
5,644,990 2,032,179 3,612,811
8,696,029 4,209,779 4,486,250

42,554,489 16,565,397 25,989,092
32,998,376 14,514,438 18,483,938

ごみ処理 28,404,598 10,925,897 17,478,701
し尿処理 4,463,117 3,459,275 1,003,842
その他 130,661 129,266 1,395

7,588,822 1,828,614 5,760,208
1,967,291 222,345 1,744,946

559,948 208,604 351,344
9,860,475 5,006,016 4,854,459

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

6,204,490 2,917,290 3,287,200
0 0 0

3,655,985 2,088,726 1,567,259
3,660,760 741,531 2,919,229

0 0 0
1,520,052 156,214 1,363,838
2,140,708 585,317 1,555,391

195,156,774 77,528,790 117,627,984
84,589,853 43,720,201 40,869,652
5,386,560 857,949 4,528,611

12,745,134 2,548,024 10,197,110
0 0 0
0 0 0
0 0 0

80,568,584 26,076,644 54,491,940
街路 25,914,076 8,047,195 17,866,881
都市下水路 9,225,570 7,197,265 2,028,305
区画整理 18,349,225 4,346,787 14,002,438
公園 24,524,687 4,942,607 19,582,080
その他 2,555,026 1,542,790 1,012,236

11,051,439 3,724,541 7,326,898
0 0 0

815,204 601,431 213,773
1,538,016 742,877 795,139

9,606 5,794 3,812
1,528,410 737,083 791,327

128,215,389 35,310,513 92,904,876
48,813,611 14,716,560 34,097,051
44,612,073 12,694,629 31,917,444
8,710,414 2,257,671 6,452,743

0 0 0
388,714 105,617 283,097

0 0 0
0 0 0

16,871,160 3,546,760 13,324,400
8,819,417 1,989,276 6,830,141

13,275,621 5,123,488 8,152,133

430,834,028 154,545,398 276,288,630合         計

総務費
庁舎等
その他

民生費
保育所
その他

衛生費
清掃費

環境衛生費
その他

労働費
農林水産業費

造林
林道
治山
砂防
漁港
農業農村整備
海岸保全
その他

商工費
国立公園等
観光
その他

土木費
道路
橋りょう
河川
砂防
海岸保全
港湾
都市計画

住宅
空港
その他

消防費
庁舎
その他

教育費
小学校
中学校
高等学校
幼稚園
特殊学校

その他

大学
各種学校
社会教育
その他
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○ 土 地 明 細 表 
土地の内訳は、次のとおりです。 

（単位：千円） 
 取 得 価 額 
道路橋りょう ２７，４８６，４１３ 

街路      １６，０６８，２２４ 

公営住宅 ２，７５５，６２５ 

小学校      １０，２１５，６５１ 

中学校      １１，１９６，２８０ 

その他      ５７，６４３，２８０ 

合      計 １２５，３６５，４７３ 

 
  ○ 普通建設事業費に係る補助金・負担金等の状況 
   他団体（国、県、民間等）に支出した補助金、負担金等により本市以外に有形固定資産が

形成される場合がありますが、本市に所有権がないことからバランスシートには計上してい

ません。しかし、これらの支出に関する情報も本市のストックに関する情報であるといえま

す。これらの補助金等の状況については、下表のとおりです。 
（単位：千円） 

最 近 ５ カ 年 の 実 績  昭和 44 年度

以降累計額 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度

総 務 費 1,190,395 10,300 43,775 15,450 24,271 50,213

民 生 費 2,565,106 80,930 356,766 13,497 540,800 367,616

衛 生 費 1,090,924 56,335 68,184 90,488 63,917 60,667

労 働 費 0 0 0 0 0 0

農林水産業費 4,361,920 66,330 40,263 61,515 62,791 85,448

商 工 費 835,016 29,053 24,456 30,348 21,878 14,738

土 木 費 9,715,439 822,558 190,714 499,017 305,415 287,092

消 防 費 67,720 0 0 0 0 0

教 育 費 469,643 69,082 121,109 77,551 38,910 70,498

そ の 他 0 0 0 0 0 0

合 計 20,296,163 1,134,588 845,267 787,866 1,057,982 936,272

（注）国直轄事業負担金、県営事業負担金、同級他団体・公的団体等に対する普通建設事業費に

係る補助金等をとりまとめたものである。 
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（２）投資等 
   投資等は、「投資及び出資金」、「貸付金」及び「基金」に分類し、基金のうち流動性の高い

もの（財政調整基金）については、流動資産に分類することとしています。 
① 投資及び出資金 

財団法人や社団法人等への出資残高及び保有している有価証券で、平成１６年度末現在 
   の内訳は、次のとおりです。 
                                 （単位：千円）          

                                                  

 
 
 
 
 
 
  

② 貸付金 
川越市が第三者に貸付を行っている金額で、平成１６年度末現在の内訳は、次のとおり 

です。                           （単位：千円） 
川越市土地開発公社貸付金 ９６０，０００ 
川越市住宅資金貸付金   ９，７９６ 
高齢者住宅整備資金貸付金  １６，１８１ 
高額療養費貸付資金原資貸付金  １８，０００ 
川越市被災市民に対する援護特別資金貸付   ４，６８８ 
母子福祉資金貸付金等  ３２，６８５ 
      合      計 １，０４１，３５０ 

 

株式会社テレビ埼玉       ４，５００ 
川越都市開発株式会社      ４８，０００ 

川越ケーブルビジョン株式会社       ５，０００ 

川越総合卸売市場株式会社 ８，７２７，２５０ 

有価証券 

有価証券の計 ８，７８４，７５０ 

川越市土地開発公社 ５，０００ 

（財）川越市青少年健全育成協会 ２，０００ 
（社）埼玉県農林公社 ６，０４３ 
埼玉県農業信用基金協会 ６，３９０ 
（財）川越市勤労者福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ ５０，０００ 
（財）川越労働福祉協会 １，０００ 
（財）川越市施設管理公社 １００，０００ 

出資金 

出資金の計 １７０，４３３ 
埼玉県信用保証協会 １３，７３０ 
埼玉県労働者信用基金協会 ６，９００ 
埼玉県労働者福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ   １４２ 
川越市社会福祉協議会福祉基金 １６０，０００ 

出えん金 

出えん金の計 １８０，７７２ 
合       計 ９，１３５，９５５ 
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（３） 基金 

市が設置する基金のうち流動性が低いものを次の三つに区分して計上しています。 
ア 特定目的基金 
  特定の目的のために積み立てられている金額で、平成１６年度末現在の内訳は、次 
のとおりです。 

（単位：千円） 
り災救助基金       ６，７３０ 
福祉基金      ４１，１３７ 
公共施設整備基金       １，６９９ 
商業振興施設整備基金      ４７，３９８ 
職員退職手当基金   ４，５９３，２１２ 
初雁公園整備基金     ２６６，１９３ 
緑の基金     １４８，８８９ 
庁舎建設基金     ５６２，６２５ 
平和基金      ５０，２００ 

合       計   ５，７１８，０８３ 
   
   イ 土地開発基金 
      公共の利益のために取得する必要のある土地をあらかじめ取得することにより、事

業の円滑な執行を図ることを目的に積み立てられている金額で、平成１６年度末現在

の内訳は、次のとおりです。 
                                 （単位：千円） 

土地開発基金 １，１００，０００ 
合       計 １，１００，０００ 

 
    ウ 定額運用基金 
      業務を円滑かつ効率的に行うこと等を目的に積み立てられている金額で、平成１６

年度末現在の内訳は、次のとおりです。 
（単位：千円） 

育英資金貸付基金     ４０１，９９５ 
公共事業資金貸付基金 ９５，０００ 
災害援護特別資金貸付基金 ５，０００ 
美術品等取得基金 １１０，６００ 

合       計 ６１２，５９５ 
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（４） 流動資産 
流動資産は、流動性の高い基金である「財政調整基金」及び「減債基金」、形式収支に相 

当する「歳計現金」並びに「未収金」に分類して表示しています。 
① 現金・預金 

ア 財政調整基金 
  年度間の財源不足を調整するための積立金です。 
イ 減債基金 
  地方債の償還に備えるための積立金ですが、本市は設置していません。 
ウ 歳計現金 
  平成１６年度末に本市が保有している現金及び預金です。 

② 未収金 
年度末（出納閉鎖日）までに収入されなかった市税や使用料等を計上しています。 

ア 地方税 
  年度末までに徴収できなかった市税で、平成１６年度末現在の内訳は次のとおりです。 

（単位：千円） 
市民税 １，９２０，０７３ 
固定資産税 ２，５６６，１９９ 
軽自動車税 ２２，９３４ 
特別土地保有税 １３０，６０６ 
事業所税 ７４，３６２ 
都市計画税 ３７７，４４３ 

合        計 ５，０９１，６１７ 

                                        
  イ その他 
    年度末までに徴収できなかった負担金、使用料等で、平成１６年度末現在の内訳は、次 
   のとおりです。 

（単位：千円） 
民生費負担金 ３０，１９４ 
教育費負担金 ２，３２４ 
土木使用料      １０３，６０４ 
民生手数料  ８６ 
同和対策事業貸付金 ４，１０３ 
被災市民に対する援護特別資金貸付金 ４，４０４ 
母子寡婦福祉資金貸付金 １０，１６３ 
雑入 ２５，３４０ 

合        計 １８０，２１８ 
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 【負債の部】 
  バランスシート作成基準日の翌日から１年以内に支払の期限が到来するものを流動負債、そ 
 れ以外を固定負債としています。たとえば、地方債のうち１年以内に償還期限が来るものは流 
 動負債、それ以外の地方債は固定負債となります。 
 
（１） 固定負債 
  ア 地方債 

年度末における市債残高から翌年度に予定されている元金償還額を控除した額を計上 
しています。 

   イ 債務負担行為 
     債務負担行為による債務が残っているが既に物件の引渡しを受けたものについては、

今後の支払予定額をもって資産計上し、見返り財源として「債務負担行為」を負債科目

に計上しています。 
 

【債務負担行為により既に引渡しを受けたものの翌年度以降支出予定額】(単位：千円) 
項   目 限 度 額 当該年度末まで

の支出額 

翌年度以降の 

支出予定額 

教育費 

 小学校費 

  川越西小学校校舎等 1,414,705 1,328,782 85,923

  川越西小学校用地 1,103,943 1,062,006 41,937

  霞ケ関北小学校用地 2,902,350 641,305 2,261,045

小   計 5,420,998 3,032,093 2,388,905

 中学校費 

川越西中学校校舎等 1,444,824 1,311,438 133,386

川越西中学校用地 1,344,041 1,289,829 54,212

小   計 2,788,865 2,601,267 187,598

合   計 8,209,863 5,633,360 2,576,503

 
   ウ 退職給与引当金 
     年度末に職員全員が普通退職したと想定し、その要支給額を引当金計上しています。 

（２） 流動負債 
ア 翌年度償還予定額 
  市債の年度末残高のうち、翌年度に予定されている元金償還額を計上しています。 

（単位：千円）   
翌年度元金償還予定額 ６，２７３，９５６  
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 参 考 【平成１６年度末現在の市債残高】                    （単位：千円） 
一般単独事業債 ２５，４７５，６１２ 
減税補てん債   １３，５２９，８４８ 
臨時財政対策債   １３，３９４，０６１ 
義務教育施設整備事業債    ８，０１６，０７１ 
一般廃棄物処理事業債    ５，６６５，１４８ 
その他    ９，３３９，３２８ 

合     計   ７５，４２０，０６８ 
     
 

イ 翌年度繰上充用金 
  歳入が歳出に不足する場合に、翌年度の歳入を繰り上げてその年度の歳入に充てるこ

とをいいます。本市の場合には、該当がありません。 
 

【正味資産の部】 
  地方公共団体は、営利活動を目的としていませんので、「資本」といった名称を避け、「正味

資産」の名称を用いています。 
  「正味資産」とは、バランスシートの借方に計上されている資産のうち、既に市民の方から

支払われた税金や国、県からの補助金等を財源として取得している金額をさすもので、「資産合

計－負債合計」という差額で表示されます。 
（１） 国庫支出金 

有形固定資産の形成に際して充当された国庫支出金の累計額で、用地取得費に充てられ 
た国庫支出金以外は、有形固定資産と同様の方法で減価償却を行っています。 

（２） 県支出金 
有形固定資産の形成に際して充当された県支出金の累計額で、算出方法については、国 

庫支出金と同様です。 
（３） 一般財源 
   有形固定資産の形成に際して充当された市税等の累計額及び投資等や流動資産に見合う

額が計上されています。 
 

【欄外注記】 
 欄外注記は、バランスシートと一体となって伝達すべき債務負担行為に関する情報を表示し

ています。 
（１） 物件の購入等に関するもの 

債務負担行為による債務が残っているが物件の引渡しを受けていないものについて表示 
しています。 

（２） 債務保証又は損失補償に関するもの 
土地開発公社等の借入金に関する債務保証等について表示しています。 
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Ⅲ．財務分析  

１ 社会資本形成の世代間負担比率 
 

  社会資本整備の結果を示す有形固定資産のうち、正味資産で形成されているものの割合を見

ることによって、これまでの世代によって既に負担された分の割合（「社会資本負担比率」と

いう。）を見ることができます。また、負債に着目すれば、将来返済しなければならない分の

割合（「将来世代負担比率」という。）を見ることができます。したがって、社会資本の財源

が正味資産によるのか、負債によるのか、その依存割合をみることによって世代間負担の指標

となります。 

将来世代への負担を考えた場合、「社会資本負担比率」が高いほうが財務の安定性が高いと

いう観点からは望まれますが、反面、有形固定資産は、長期にわたって市民に利用されるもの

ですから、負担の公平という観点からは、必ずしも高いほうがいいとはいいきれません。 

  本市の場合、「社会資本負担比率」が、平成１５年度７８．０％であったものが、平成１６

年度では７６．９％と１．１ポイント減少し、｢将来世代負担比率｣については、平成１５年度

３２．６％であったものが、平成１６年度では３３．８％と１．２ポイント増加しており、将

来世代への負担割合が増加しております。 

これは、分母である有形固定資産が約３億円増加しているものの、分子である負債のうち、

地方債の残高が、地方交付税から振り替えられた臨時財政対策債の増加等により、約３４億円

増加していることによるものです。 

 

 

（単位：千円） 
項    目 平成１６年度 平成１５年度 

有形固定資産残高  （ａ） ２７６，２８８，６３０ ２７５，９７２，３８６ 
正味資産合計    （ｂ） ２１２，５９７，９２５ ２１５，３３３，９５０ 
負債合計      （ｃ） ９３，３０８，０５２ ８９，９５４，４１５ 
社会資本負担比率（ｂ／ａ） ７６．９％ ７８．０％ 
将来世代負担比率（ｃ／ａ） ３３．８％ ３２．６％ 
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２ 予算額対資産比率 
 
  資産合計は、地方公共団体の社会資本形成の総額を表します。この比率は、資産合計が本市

の収入合計の何年分に該当するのかを表し、これまで資本的支出に重点を置いていたのか、費

用的支出に重点を置いていたのかが示されます。この比率については、年数が多いほど既に社

会資本整備が進んでいると考えられますが、反面、維持管理経費が多く発生し、財政的な負担

が強いられるものとも考えられます。 
  なお、分子を正味資産合計とすることによって、「予算額対正味資産比率」が算出され、こ

れまでの世代による社会資本形成が何年分の歳入になるのかがわかります。 
  本市の場合、「予算額対資産比率」は、平成１５年度と比較して、０．０４ポイント増加し

ています。これは、分母である歳入合計が約９億円減少したことにより、比率が増加したもの

です。 
「予算額対正味資産比率」については、平成１５年度と同率となっております。 
 
 

 
 

（単位：千円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項    目 平成１６年度 平成１５年度 
歳入合計          （ａ） ８６，８４６，６３７ ８７，７７１，９１３ 
資産合計          （ｂ） ３０５，９０５，９７７ ３０５，２８８，３６５ 
正味資産          （ｃ） ２１２，５９７，９２５ ２１５，３３３，９５０ 
予算額対資産比率    （ｂ／ａ） ３．５２年 ３．４８年 
予算額対正味資産比率  （ｃ／ａ） ２．４５年 ２．４５年 
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３ 有形固定資産の行政目的別割合 
 
  有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの資産形成の比重を把握す

ることができます。この割合を見ることによって、これまで本市がどの分野に重点を置いて社

会資本整備を行ってきたのかがわかります。 
    本市の場合、土木費が４２．６％、教育費が３３．６％と大きな割合を占めており、以下衛

生費９．４％、総務費５．３％、民生費２．９％などとなっています。 
  また、このデータを団体間で比較することにより、団体ごとの資産形成の特徴を理解するこ

とができますので、今後の社会資本整備の方向性を検討するのに役立つものと思われます。 
  なお、この指標は、社会資本の形成割合を示すものですので、この割合が低いからといって、

その行政分野のサービスが少ないということにはなりません。たとえば、民生費は予算に占め

る割合は高いですが、その多くは扶助費などその年度に消費されてしまう性格をもつ行政サー

ビスであり、社会資本形成とは結びつかない行政分野があることからです。 
 
 

（単位：千円） 

項      目 平成１６年度 構  成  比 

総 務 費 １４，５９５，３１３ ５．３％ 

民 生 費 ８，０９９，０６１ ２．９％ 

衛 生 費 ２５，９８９，０９２ ９．４％ 

労 働 費 ３５１，３４４ ０．１％ 

農 林 水 産 業 費 ４，８５４，４５９ １．８％ 

商 工 費 ２，９１９，２２９ １．０％ 

土 木 費 １１７，６２７，９８４ ４２．６％ 

消 防 費 ７９５，１３９ ０．３％ 

教 育 費 ９２，９０４，８７６ ３３．６％ 

そ の 他 ８，１５２，１３３ ３．０％ 

有形固定資産合計 ２７６，２８８，６３０ １００．０％ 
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４ 有形固定資産の行政目的別経年比較 
 

行政目的別の有形固定資産を経年比較することにより、行政分野ごとに社会資本がどのよう

に整備されてきたかを理解することができます。 
  土木費は約１０２億円の増となっており、道路等の都市基盤整備に毎年大きな事業費を充当

しているものといえます。 
  教育費は約５３億円の増となっており、これは霞ヶ関北小学校や市立西図書館、クラッセ川

越の建設などが行われたことによるものです。 
  商工費は約１１億円の増となっており、これは川越まつり会館の建設などが行われたことに

よるものです。 
  衛生費は約１１億円の増となっており、これは保健所や市民聖苑やすらぎのさとの建設など

が行われたことによるものです。 
 
                                                                    （単位：千円） 

項      目 平成１６年度 平成１１年度 比較増減 伸び率 

総 務 費 14,595,313 13,684,670   910,643 6.7%

民 生 費 8,099,061 8,174,221 -75,160 -0.9%

衛 生 費 25,989,092 24,871,304 1,117,788  4.5%

労 働 費 351,344 225,856 125,488 55.6%

農 林 水 産 業 費 4,854,459 5,705,072 -850,613 -14.9%

商 工 費 2,919,229 1,752,861 1,166,368 66.5%

土 木 費 117,627,984 107,383,080 10,244,904 9.5%

消 防 費 795,139 918,230 -123,091 -13.4%

教 育 費 92,904,876 87,595,035 5,309,841 6.1%

そ の 他 8,152,133 9,115,806 -963,673 -10.6%

有形固定資産合計 276,288,630 259,426,135 16,862,495 6.5%
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５ 市民一人当りバランスシート 
 
  通常のバランスシートでは、団体の人口規模等により単純な団体比較が困難ですが、バラン

スシートの各項目を市民一人当りで算出することにより、単純な比較に役立つとともに、市民

一人当りの情報を公表することにより、市民の皆さんのバランスシートに対しての理解が身近

なものとなるものと考えられます。 
 

（単位：円） 

借        方 貸        方 

［資産の部］ ［負債の部］  

１．有形固定資産 ８４２，６４９ １．固定負債 

２．投資等 (１)地方債 ２１０，８８８

 (１)投資及び出資金 ２７，８６４  (２)債務負担行為 ７，８８０

(２)貸付金 ３，１７６  (３)退職給与引当金 ４６，６７６

(３)基金 ２２，６６３    固定負債合計 ２６５，４４４

  投資等合計 ５３，７０３ ２．流動負債 

３．流動資産 (１)翌年度償還予定額 １９，１３５

(１)現金・預金 ２０，５４８     負債合計 ２８４，５７９

(２)未収金 １６，０７９ ［正味資産の部］ 

  流動資産合計 ３６，６２７ 正味資産合計 ６４８，４００

資 産 合 計 ９３２，９７９ 負債・正味資産合計 ９３２，９７９

※平成１６年度末住民基本台帳人口  ３２７，８８１人 
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おわりに 
バランスシートは、税金の投入等より整備された資産の構成や将来返済しなければならない負

債と返済を要しない正味資産などストックに関する情報の把握が可能となります。バランスシー

トを毎年作成することで１年間の資産、負債、正味資産の増減の推移を把握するとともに、他の

地方公共団体との比較を行うことにより今後の財政運営の方向性を検討する際の資料として活用

していきたいと考えています。 
また、本市では、第二次川越市総合計画後期基本計画に掲げる施策の展開と多様な市民要望に

応えるため、行政改革の推進と限られた財源の重点的・効率的な配分に努めてきましたが、今後

も新たな財政需要に対応していくためには、市民の皆さんのご理解を得て、行政改革を推進して

いく必要があります。そのためには、バランスシートを活用し、従来とは異なる視点での財務分

析や財務情報を提供し､本市の財政状況に対する透明性の向上を図っていきたいと考えておりま

す。 
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バ　　ラ　　ン　　ス　　シ　　ー　　ト
（平成１６年度・平成１１年度）

(単位：千円）

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 平成16年度 平成11年度 比較増減 １．固定負債 平成16年度 平成11年度 比較増減

（１）総務費 14,595,313 13,684,670 910,643

（２）民生費 8,099,061 8,174,221 -75,160 （１）地方債 69,146,112 61,854,441 7,291,671

（３）衛生費 25,989,092 24,871,304 1,117,788

（４）労働費 351,344 225,856 125,488 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 4,854,459 5,705,072 -850,613 ① 物件の購入等 2,576,503 3,973,070 -1,396,567

（６）商工費 2,919,229 1,752,861 1,166,368 ② 債務保証又は損失補償 7,253 0 7,253

（７）土木費 117,627,984 107,383,080 10,244,904 債務負担行為計 2,583,756 3,973,070 -1,389,314

（８）消防費 795,139 918,230 -123,091

（９）教育費 92,904,876 87,595,035 5,309,841 （３）退職給与引当金 15,304,228 14,346,256 957,972

（10）その他 8,152,133 9,115,806 -963,673

計 276,288,630 259,426,135 16,862,495     固定負債合計 87,034,096 80,173,767 6,860,329

（ うち土地 125,365,473 111,263,509 14,101,964 )

    有形固定資産合計 276,288,630 259,426,135 16,862,495 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 6,273,956 4,028,902 2,245,054

（１）投資及び出資金 9,135,955 6,131,831 3,004,124

（２）貸付金 1,041,350 1,056,656 -15,306 （２）翌年度繰上充用金 0 0 0

（３）基金

① 特定目的基金 5,718,083 6,904,758 -1,186,675     流動負債合計 6,273,956 4,028,902 2,245,054

② 土地開発基金 1,100,000 1,000,000 100,000

③ 定額運用基金 612,595 412,595 200,000

基金計 7,430,678 8,317,353 -886,675   負  債  合  計 93,308,052 84,202,669 9,105,383

    投資等合計 17,607,983 15,505,840 2,102,143

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 2,850,763 4,490,597 -1,639,834

② 減債基金 0 0 0 １．国庫支出金 26,429,269 25,636,747 792,522

③ 歳計現金 3,886,766 3,546,954 339,812 .

現金・預金計 6,737,529 8,037,551 -1,300,022 ２．都道府県支出金 3,577,607 4,200,820 -623,213

（２）未収金

① 地方税 5,091,617 5,305,283 -213,666 ３．一般財源等 182,591,049 174,358,296 8,232,753

② その他 180,218 123,723 56,495

未収金計 5,271,835 5,429,006 -157,171

    流動資産合計 12,009,364 13,466,557 -1,457,193   正味資産合計 212,597,925 204,195,863 8,402,062

 資  産  合  計 305,905,977 288,398,532 17,507,445 305,905,977 288,398,532  17,507,445

    

 負債・正味資産合計

貸　　　　                   　方借　　　　                   　　方
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市　民　一　人　あ　た　り　バ　ラ　ン　ス　シ　ー　ト
     平成１７年３月３１日現在・平成１２年３月３１日現在

(単位： 円）

［資産の部］  ［負債の部］

１．有形固定資産 平成16年度 平成11年度 比較増減 １．固定負債 平成16年度 平成11年度 比較増減

（１）総務費 44,514 42,284 2,230

（２）民生費 24,701 25,257 -556 （１）地方債 210,888 191,120 19,768

（３）衛生費 79,264 76,848 2,416

（４）労働費 1,072 698 374 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 14,806 17,628 -2,822 ① 物件の購入等 7,858 12,276 -4,418

（６）商工費 8,903 5,416 3,487 ② 債務保証又は損失補償 22 0 22

（７）土木費 358,752 331,796 26,956 債務負担行為計 7,880 12,276 -4,396

（８）消防費 2,425 2,837 -412

（９）教育費 283,349 270,654 12,695 （３）退職給与引当金 46,676 44,328 2,348

（10）その他 24,863 28,166 -3,303

計 842,649 801,584 41,065     固定負債合計 265,444 247,724 17,720

（ うち土地 382,351 343,786 38,565 ）

    有形固定資産合計 842,649 801,584 41,065 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 19,135 12,449 6,686

（１）投資及び出資金 27,864 18,946 8,918

（２）貸付金 3,176 3,265 -89 （２）翌年度繰上充用金 0 0 0

（３）基金

① 特定目的基金 17,440 21,334 -3,894     流動負債合計 19,135 12,449 6,686

② 土地開発基金 3,355 3,090 265

③ 定額運用基金 1,868 1,275 593

基金計 22,663 25,699 -3,036   負  債  合  計 284,579 260,173 24,406

    投資等合計 53,703 47,910 5,793

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 8,694 13,875 -5,181

② 減債基金 0 0 0 １．国庫支出金 80,606 79,213 1,393

③ 歳計現金 11,854 10,960 894 .

現金・預金計 20,548 24,835 -4,287 ２．都道府県支出金 10,912 12,980 -2,068

（２）未収金

① 地方税 15,529 16,393 -864 ３．一般財源等 556,882 538,738 18,144

② その他 550 382 168

未収金計 16,079 16,775 -696

    流動資産合計 36,627 41,610 -4,983   正味資産合計 648,400 630,931 17,468

 資  産  合  計 932,979 891,104 41,875 932,979 891,104  41,874

    

　※ 327,881 人   

323,642 人   

 負債・正味資産合計

平成16年度末住民基本台帳人口

平成11年度末住民基本台帳人口

貸　　　　                   　方借　　　　                   　　方
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バ　　ラ　　ン　　ス　　シ　　ー　　ト（構成比）
（平成１７年３月３１日現在）

(単位：千円）

［資産の部］ 構成比 ［負債の部］ 構成比

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 14,595,313

（２）民生費 8,099,061 （１）地方債 69,146,112

（３）衛生費 25,989,092

（４）労働費 351,344 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 4,854,459 ① 物件の購入等 2,576,503

（６）商工費 2,919,229 ② 債務保証又は損失補償 7,253

（７）土木費 117,627,984 債務負担行為計 2,583,756

（８）消防費 795,139

（９）教育費 92,904,876 （３）退職給与引当金 15,304,228

（10）その他 8,152,133

計 276,288,630     固定負債合計 87,034,096 28.5%

（ うち土地 125,365,473 ）

    有形固定資産合計 276,288,630 90.3% ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 6,273,956

（１）投資及び出資金 9,135,955

（２）貸付金 1,041,350 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 5,718,083     流動負債合計 6,273,956 2.0%

② 土地開発基金 1,100,000

③ 定額運用基金 612,595

基金計 7,430,678   負  債  合  計 93,308,052 30.5%

    投資等合計 17,607,983 5.8%

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 2,850,763

② 減債基金 0 １．国庫支出金 26,429,269

③ 歳計現金 3,886,766 .

現金・預金計 6,737,529 ２．都道府県支出金 3,577,607

（２）未収金

① 地方税 5,091,617 ３．一般財源等 182,591,049

② その他 180,218

未収金計 5,271,835

    流動資産合計 12,009,364 3.9%   正  味  資  産  合  計 212,597,925 69.5%

 資  産  合  計 305,905,977 100.0%  負 債・正 味 資 産 合 計 305,905,977 100.0%

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 14,954,205 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 8,235,656 千円

　③利子補給等に係るもの 0 千円

貸　　　　                   　方借　　　　                   　　方
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経年比較バランスシート
（単位:千円）

   項         目 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度
[資産の部]
1．有形固定資産
(1)総務費 13,684,670 13,634,578 14,920,649 15,063,017 15,062,011 14,595,313
(2)民生費 8,174,221 8,429,238 8,572,507 8,389,429 8,368,371 8,099,061
(3)衛生費 24,871,304 24,683,442 24,751,291 25,033,879 26,683,232 25,989,092
(4)労働費 225,856 383,125 372,143 357,897 349,132 351,344
(5)農林水産業費 5,705,072 5,634,408 5,508,276 5,324,450 5,078,608 4,854,459
(6)商工費 1,752,861 1,776,741 2,162,721 3,069,056 3,004,087 2,919,229
(7)土木費 107,383,080 111,355,597 112,619,263 114,371,951 116,065,401 117,627,984
(8)消防費 918,230 889,602 863,654 839,731 817,295 795,139
(9)教育費 87,595,035 88,557,490 91,806,270 93,028,916 92,271,379 92,904,876
(10)その他 9,115,806 8,909,636 8,690,054 8,481,462 8,272,870 8,152,133

計 259,426,135 264,253,857 270,266,828 273,959,788 275,972,386 276,288,630
(うち土地) 111,263,509 116,025,950 118,022,989 120,162,449 122,055,251 125,365,473

  有形固定資産合計 259,426,135 264,253,857 270,266,828 273,959,788 275,972,386 276,288,630
2.投資等
(1)投資及び出資金 6,131,831 6,749,251 7,362,201 7,962,520 8,553,505 9,135,955
(2)貸付金 1,056,656 1,040,789 1,023,197 1,021,240 1,028,723 1,041,350
(3)基金 8,317,353 6,919,360 6,781,850 7,031,694 7,382,087 7,430,678
  ①特定目的基金 6,904,758 5,474,765 5,295,255 5,503,099 5,711,492 5,718,083
  ②土地開発基金 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,100,000 1,100,000
  ③定額運用基金 412,595 444,595 486,595 528,595 570,595 612,595
   投資等合計 15,505,840 14,709,400 15,167,248 16,015,454 16,964,315 17,607,983
3.流動資産
(1)現金・預金 8,037,551 7,515,212 6,409,416 6,438,367 6,667,998 6,737,529
  ①財政調整基金 4,490,597 3,062,290 2,701,276 2,392,109 2,979,309 2,850,763
  ②減債基金 0 0 0 0 0 0
  ③歳計現金 3,546,954 4,452,922 3,708,140 4,046,258 3,688,689 3,886,766
(2)未収金 5,429,006 5,480,010 5,528,765 5,817,388 5,683,666 5,271,835
  ①地方税 5,305,283 5,351,024 5,379,474 5,640,512 5,501,261 5,091,617
  ②その他 123,723 128,986 149,291 176,876 182,405 180,218
   流動資産合計 13,466,557 12,995,222 11,938,181 12,255,755 12,351,664 12,009,364
     資 産 合 計 288,398,532 291,958,479 297,372,257 302,230,997 305,288,365 305,905,977
[負債の部]
1.固定負債
(1)地方債 61,854,441 60,101,243 61,089,669 62,945,461 66,777,668 69,146,112
(2)債務負担行為 3,973,070 3,757,222 3,462,045 3,166,863 2,878,937 2,583,756
  ①物件の購入等 3,973,070 3,757,222 3,462,045 3,166,863 2,871,684 2,576,503
  ②債務保証又は損失補償 0 0 0 0 7,253 7,253
(3)退職給与引当金 14,346,256 13,882,306 14,305,087 14,922,364 14,679,217 15,304,228
     固定負債合計 80,173,767 77,740,771 78,856,801 81,034,688 84,335,822 87,034,096
2.流動負債
(1)翌年度償還予定額 4,028,902 4,800,778 5,125,294 5,397,613 5,618,593 6,273,956
(2)翌年度繰上充用金 0 0 0 0 0 0
     流動負債合計 4,028,902 4,800,778 5,125,294 5,397,613 5,618,593 6,273,956
      負 債 合 計 84,202,669 82,541,549 83,982,095 86,432,301 89,954,415 93,308,052
[正味資産の部]
1.国庫支出金 25,636,747 25,745,745 26,148,132 26,338,809 26,892,896 26,429,269
2.都道府県支出金 4,200,820 4,153,089 4,034,125 3,923,858 3,758,948 3,577,607
3.一般財源等 174,358,296 179,518,096 183,207,905 185,536,029 184,682,106 182,591,049
      正味資産合計 204,195,863 209,416,930 213,390,162 215,798,696 215,333,950 212,597,925
負債・正味資産合計 288,398,532 291,958,479 297,372,257 302,230,997 305,288,365 305,905,977

※債務負担行為による債務が残っているが既に引渡しを受けたものの今後の支払予定額をもって資産計上
　したもの(有形固定資産のうち教育費に計上。見返り財源としてその同額を債務負担行為に計上)
川越西小学校校舎等 230,015 201,197 172,379 143,560 114,742 85,923
川越西小学校用地 251,618 209,682 167,746 125,809 83,873 41,937
霞ヶ関北小学校用地 2,809,783 2,763,500 2,637,887 2,512,273 2,386,659 2,261,045
川越西中学校校舎等 356,384 311,785 267,186 222,586 177,986 133,386
川越西中学校用地 325,270 271,058 216,847 162,635 108,424 54,212
　　　　計 3,973,070 3,757,222 3,462,045 3,166,863 2,871,684 2,576,503  
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経年比較バランスシート（趨勢比）
（単位:％）

   項         目 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

[資産の部]
1．有形固定資産
(1)総務費 100 100 109 110 110 107
(2)民生費 100 103 105 103 102 99
(3)衛生費 100 99 100 101 107 104
(4)労働費 100 170 165 158 155 156
(5)農林水産業費 100 99 97 93 89 85
(6)商工費 100 101 123 175 171 167
(7)土木費 100 104 105 107 108 110
(8)消防費 100 97 94 91 89 87
(9)教育費 100 101 105 106 105 106
(10)その他 100 98 95 93 91 89

計 100 102 104 106 106 106
(うち土地) 100 104 106 108 110 113

   有形固定資産合計 100 102 104 106 106 106
2.投資等        
(1)投資及び出資金 100 110 120 130 139 149
(2)貸付金 100 98 97 97 97 99
(3)基金 100 83 82 85 89 89
  ①特定目的基金 100 79 77 80 83 83
  ②土地開発基金 100 100 100 100 110 110
  ③定額運用基金 100 108 118 128 138 148
   投資等合計 100 95 98 103 109 114
3.流動資産        
(1)現金・預金 100 94 80 80 83 84
  ①財政調整基金 100 68 60 53 66 63
  ②減債基金        
  ③歳計現金 100 126 105 114 104 110
(2)未収金 100 101 102 107 105 97
  ①地方税 100 101 101 106 104 96
  ②その他 100 104 121 143 147 146
   流動資産合計 100 96 89 91 92 89
     資 産 合 計 100 101 103 105 106 106
[負債の部]        
1.固定負債        
(1)地方債 100 97 99 102 108 112
(2)債務負担行為 100 95 87 80 72 65
  ①物件の購入等 100 95 87 80 72 65
  ②債務保証又は損失補償       
(3)退職給与引当金 100 97 100 104 102 107
     固定負債合計 100 97 98 101 105 109
2.流動負債       
(1)翌年度償還予定額 100 119 127 134 139 156
(2)翌年度繰上充用金       
     流動負債合計 100 119 127 134 139 156
      負 債 合 計 100 98 100 103 107 111
[正味資産の部]       
1.国庫支出金 100 100 102 103 105 103
2.都道府県支出金 100 99 96 93 89 85
3.一般財源等 100 103 105 106 106 105
      正味資産合計 100 103 105 106 105 104
負債・正味資産合計 100 101 103 105 106 106

 


